
先導的都市環境形成事業費補助金

都市環境形成促進調査

22年度 23年度要求

― １件

21年度

349 640

課長　望月　明彦
課長　松井　直人

都市・地域整備局

一般会計

担当部局庁

地球温暖化防止等の環境の保全を行う

関係する計
画、通知等

―
先導的都市環境形成促進事業制度要綱

先導的都市環境形成促進事業補助金交付要綱

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室
市街地整備課

街路交通施設課

上位政策

平成20年度から平成21年度までにおける先導的都市環境形成促進事業の実施団体数は以下のとおり。

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・先導型都市構造の実現に資する拠点的市街地等において、地区・街区レベルにおける先導的な都市環境対策を強
力に進めるため、計画策定、コーディネート及び社会実験・実証実験等に対する支援を行う。（地方公共団体・都市再
生機構1/2、民間事業者（間接補助）1/3）
・拠点的市街地等における都市環境対策をより効果的に推進するため、低炭素型都市の実現に資する都市環境形成
促進調査（自転車利用環境整備のための調査）を実施する。

　逼迫した地球環境問題へ対応した省ＣＯ２型の都市の構築を実現するため、集約型都市構造の実現に資する拠点的
市街地等において地区・街区レベルにおける先導的な環境負荷削減対策を推進するために必要な補助を行うことによ
り、良好な都市環境の形成を図り、もって公共の福祉に寄与することを目的とする。

執行額

予算額(補正後） 400

事業番号 157

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２０年度先導的都市環境形成促進事業

３５団体

平成２１年度

３７団体

79.3%　※1 104.7%　※2

― 277 438

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度

―

執行率 ―

平成２０年度

総事業費(執行ベース) ― ― ―

補
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【新成長戦略（基本方針）（平成２１年１２月３０日閣議決定）】
・グリーン・イノベーション（環境エネルギー分野革新）の促進や総合的な施策パッケージによって、我が国のトップレベルの環境技
術を普及・促進し、世界ナンバーワンの「環境・エネルギー大国」を目指す。
【国土交通省成長戦略会議　住宅・都市分科会報告（案）H22.4.28】
・医療・商業施設等の暮らしの利便施設のまちなかへの集約化、公共交通の利便性の向上、移動支援などへのICTの積極的活
用、面的なCO2の大幅削減等により、サステナブルな都市・まち経営と人と環境に優しい居住・コンパクトシティを実現する。

※１ 翌年度に繰越し、執行した金額を含めると「執行率」は９８．８％である。
※２ 「執行額」に前年度からの繰越に伴う金額が含まれるため、「執行率」が１００％を超えている。

【予算科目】
・０１８　地球温暖化防災等対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　（２１年度決算見込額）
　・９５　地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費
　　・９５０１６－２１２３－０９　地球温暖化防止等対策調査費　　　　　　　　　５０百万円　　　　　　　５０百万円

先導的都市環境形成事業費補助については、これまでも先導的な取組や高い目標を設定する取組などを対象として
重点的かつ効果的な実施を図っている。さらに、「低炭素都市づくりの普及」という国として全国的に推進すべき施策に
照らして支援するにあたっての、戦略的目標や優先基準を具体的に設定するなど、一層の重点化に向けた検討を行
う。

・先導的都市環境形成事業費補助金は、地方公共団体等に対する補助事業であるため、支出先である地方公共団体
等の申請に基づき個々の地方公共団体等に対し補助金の交付を決定している。補助金の交付を決定する際に事業内
容を把握するとともに、事後に完了検査を実施し、事業目的に沿った効果的な使われ方になっていることを確認してい
る。
・都市環境形成促進調査については、発注先の選定にあたって、透明性及び公平性の確保を図る観点から企画競争
入札による手続きを経た上で、発注先を選定し、請負契約を締結している。業務の実施にあたっては、適切な指示を行
うなど、国が求める調査内容となっているか、方策取りまとめに向け調査内容に過不足はないかなどを確認している。
調査終了後、完了時の検査を通じて、発注先より提出のある報告書の内容が、国の求める調査事項を網羅している
か、国が指示した報告書の整理方法となっているかなど確認を行っている。

※ ※執行率

地球温暖化防止等対策調査費 百万円 百万円
　　・９５０１６－２４０５－１６　先導的都市環境形成促進事業費補助金　　３５０百万円　　　　　　３８８百万円



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ

ご

先導的都市
環境形成促
進事業費補

助

先導的都市環境形成促進事業
（先導的都市環境形成計画の作成）

59

B.東京都 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 50 計

請負
先導的都市環境形成促進事業
（コミュニティサイクル導入促進のための
開発・調査業務）

50

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.（社）日本交通計画協会 E.

使　途 金　額
(百万円）

先導的都市
環境形成促
進事業費補

助

先導的都市環境形成促進事業
（社会実験・実証実験等支援を実施）

10

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

Ｄ.総曲輪シティー（株） H.

計 6 計

先導的都市
環境形成促
進事業費補

助

先導的都市環境形成促進事業
（都市環境対策の実施に向けて関係
者の合意形成を図るためのコーディ
ネート支援の実施）

6

C.（独）都市再生機構 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 59 計

0計 10 計



【企画競争】

コミュニティサイクル導入促
進のための開発・調査

【補助】

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省
４３８百万円

先導的都市環境形成促進
事業の指導及び助成

A　日本交通計画協会
５０百万円

C (独)都市再生機構
６百万円

先導的都市環境形成計画

Ｂ 地方公共団体（34団体）
３８２百万円

【補助】

【間接補助】

D 民間企業（2団体）
１３百万円

先導的都市環境形成計画
の策定、コーディネート、社
会実験・実証実験等を実施

先導的都市環境形成計画
の策定、コーディネート、社
会実験・実証実験等を実施

補足する)
(単位:百万円)

先導的都市環境形成計画
の策定、コーディネート、社
会実験・実証実験等を実施



【別紙】

1 東京都 ５９百万円

2 西尾市（愛知県） ５２百万円

3 横浜市 ２４百万円

4 安城市（愛知県） ２１百万円

5 中野区（東京都） ２０百万円

6 静岡市 ２０百万円

7 刈谷市（愛知県） １５百万円

8 明石市（兵庫県） １４百万円

9 松江市（島根県） １２百万円

10 多治見市（岐阜県） １０百万円

1 総曲輪シティー（株） １０百万円

2 エコタウンマネジメント（株） ３百万円

3

4

5

B.地方公共団体（３４団体）３８２百万円

D.民間企業（２法人）１３百万円

6

7

8

9

10
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